
主な一般会計歳出予算節別執行状況〔2020.4.1～6.30〕

予算額（単位：千円） 執行額（単位：千円） 執行率
2,545,065 524,222 20.6%

7,796,161 1,866,514 23.9%

5,888,730 1,857,335 31.5%

2,995,963 794,415 26.5%

680,760 69,256 10.2%

271,312 27,235 10.0%

3,888 818 21.0%

5,241,370 1,036,804 19.8%

883,297 274,438 31.1%

55,431,500 24,008,041 43.3%

1,860,845 1,384,666 74.4%

14,513,493 6,687,838 46.1%

78,475 13,691 17.4%

358,263 9,600 2.7%

570,691 202,177 35.4%

58,116,767 42,255,194 72.7%

22,795,200 5,675,529 24.9%

3,440,770 3,295,665 95.8%

321,681 25,440 7.9%

9,280,816 39,006 0.4%

2,296,167 571,000 24.9%

71,821 887 1.2%

10,322 3,582 34.7%

195,455,895 90,624,818 46.4%
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有価証券を購入するための経費や公益上の必要性から共同して事業を行う場合の経費

特定の目的のために設けられた基金等に対する経費

地域住民の福祉増進を図るため貸し付ける経費

行政活動により生じる損失の補償金、被った欠損を補う補填金及び他人に損害を与えた場合の賠償金

地方債の元金償還金及び税収入等の過誤納金の還付金（過年度分）や地方債の利子、一時借入金の利子等

償還金利子及び割引料

自動車重量税など、一般私人と同様な立場で公租公課を受ける場合の経費

社会保障制度の一環として、生活困窮者等の生活維持を図るため支出される経費
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工事請負費

郡山市財産規則により、備品とされる物品を取得するための経費

特定の事業、研究等を育成、助長するため負担することとなる経費

施設管理や設計・測量等各種事務事業を外部に委託して行わせた場合の対価として支出する経費

自動車借上料や借地借家料等賃貸借契約に基づいて、その対価として支払われる金銭

土地・工作物の造成、製造・改造の工事、工作物の移転・除去工事に要する経費

工事、生産及び工作のため消耗され又は築造物の構成部材となる材料の購入に要する経費

公有財産の取得のための経費

原材料費

公有財産購入費

節名称

合計

市議会議員に支払われる議員報酬や、執行機関及び附属機関等の委員に支払われる委員報酬など

常勤職員に勤務の対価や勤務の反対給付として支給される

職員の扶養手当や通勤手当など給料を補完する目的で加給されるもの

職員の共済組合負担金や社会保険料など

講演会等の講師謝礼、顕彰のための賞品・盾など

出張等公務のために旅行する職員に対して支給する旅行に要する費用

市長、議長等が、行政上や本市の利益のために、団体を代表し外部と交渉するために要する経費

消耗品費や印刷製本費等物品（備品、原材料を除く）の取得及び修繕等に要する経費

郵便料や電話料、運搬料等役務の提供に対して支払われる経費
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郡山市財務部財政課

※予算額は、令和２年６月30日時点で当初予算額、繰越予算額、補正予算額を合算した金額。

※災害補償費、恩給及び退職年金、操出金は、執行目的や執行時期等が限定されるため、また予備費は、執行

率になじまないため執行率算定から除いています。

予算額の大きい原子力災害によ

る除去土壌等搬出事業の委託料

等の執行等による

概ね四半期均等とな

る執行

主に情報システム維持管理費等

システムの年度当初の契約によ

るものが多い

富久山クリーンセンターなどの

災害復旧工事の発注が多い

消防ポンプ車4台の購入による

執行額が大きい。今後テレワー

ク用のPC購入等を見込む

特別定額給付金の

執行による

概ね四半期均等と

なる執行

中小企業融資にかかる原資預託金を

金融機関へ年度当初に預託

※年度末に払い戻し


